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知的財産権の保護はR&D投資を
促進させるか?
山　田　節　夫
石　井　康　之
1.はじめに
特許制度をはじめとする知的財産制度による権利保護が経済効率に及ぼ
す影響について,これまで数多くの研究が行われてきた｡特許保護の強さ
が当該国のイノベーションや経済成長に及ぼす影響,さらには当該国への
貿易･対内直接投資･技術移転に及ぼす影響など分析の対象はさまざまで
あるが,経済の効率を改善する知的財産制度のあり方を模索するという問
題意識に基づいているという点では共通している｡
しかし,これらの分析はクロスカントリーによるものが圧倒的に多い｡
それは, Ginarte and Park [1997], Rapp and Rozek [1999], Shenvood
[1997], Mansfield [1995]らによって各国の知的財産制度のあり方を指
数化したデータが開発されているからである｡
一一･万,日本の知的財産権保護に関する制度整備の実態を補足した時系列
データは開発されていないため,日本における知的財産権保護と経済効率
の関係をテーマとしたパラメトリックな実証研究は皆無に等しい｡こうし
た現状に鑑み,石井･山田[2006]は日本の知的財産制度の推移を指数化
したⅠIPS (Index of lnteuectual Property System)を作成し,企業の動学
的最適化行動の帰結として導出されるpartialqによる投資決定理論を
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ベースとして, R&D投資関数を推計してⅠIPSの有意性を検定した｡ 1975
午-1994年の20年間にわたる,化学工業,鉄鋼業,機械工業,電気機械工
莱,輸送用機器,精密機械工業の6産業からなるパネルデータベースを作
成してR&D投資関数を推計したところ, (∋ⅠIPSは有意に日本のR&D投
資を説明している, ②技術の専有手段として特許が重要である産業ほどそ
の定量的効果が大きい,などが明らかとなった｡しかしその一方で,推計
期間の変更がⅠIPSの有意性を左右してしまい, ⅠIPSはR&D投資に対して
必ずしも安定的な説明変数とはいえない,ということも同時に指摘した｡
この分野の理論的研究の多くは,特許保護の程度と経済効率は単純な線
形関係で表されるとは限らないとしている｡特許の最適保護期間を標準的
な経済理論から導出したNordhaus [1969]の研究にはじまり,近年では
AndrewandLai [1996]など,技術開発率と特許保護の程度との間に逆U
字型の関係があることを指摘する研究が多い｡すなわち,特許保護が弱す
ぎても強すぎても技術開発率は高くならず,技術開発率を最大にする特許
保護の程度が存在している可能性がある｡こうした,逆U字現象の原因
は,強い特許保護は一方で技術開発の規模を増大させるものの,他方でそ
の頻度を低下させてしまう可能性があるからである｡強すぎる特許保護は,
技術開発にともなう独占利潤を長期間にわたって保証してしまうため,技
術開発の頻度を低下させる要因になる｡また, TakalOandKanniainen
[2000]のように,知的財産権の保護は技術開発の成果について｢待って
見る｣態度を助長し,実際の商業開発がかえって遅れる結果になる可能性
のあることを指摘する研究もある｡
石井･山田[2006]の推計において, ⅠIPSの有意性が推計期間の選択
に左右されたのは,特許保護の程度とR&D投資が単純な線形関係ではな
いためかもしれない｡そこで,本稿では, Hansen[2000]によるThreshold
Regression Model ; TRMを用い,実効知的財産制度指数(Effective Index
of lnteuectual Property System ; EIIPS)をThreshold変数に選択して, R
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&D投資とEIIPSの間の構造変化を検出してみた｡推計の結果, EIIPS-
0.141できわめて明確なThreshold効果が検出され, EIIPSが0.141以下で
は知的財産保護の強化はR&D投資を促進させるものの,それ以上ではむ
しろ抑制的となることが明らかとなった｡またこの傾向は, EIIPSを権利
保護系の指数に限定したときより明確となった｡
2.先行研究
特許政策が産業や企業の研究開発投資に与える影響をはじめて実証的に
分析した研究はMansfield [1986]であった1｡この研究では,米国のさま
ざまな産業から100の企業を抽出し,それらの企業に対して, 1981年-1983
年に実施した研究開発投資について,もし特許保護制度が存在しなかった
らその研究開発投資を実施していたか否かを質問している｡この調査では,
もし特許制度が存在しなかったら着手されなかった研究開発投資の仝研究
開発投資に対する割合を算出している｡調査の集計結果によると,この割
合が30%を超えている産業は製薬産業(60%)や化学産業(38%)のみで
あり,その他の産業では特許保護制度がそれほど重要ではないことを示し
ている｡すなわち,特許保護制度の存在にかかわりなく多くの産業では研
究開発投資が行われていることになる｡
Lerner [2002]は,米国など先進6カ国における過去150年間にわたる
特許出願件数を調査し,主要な特許保護制度の変更の前後で,特許出願傾
向に明確な変化がみられたか否かを観察した｡その結果, 177件の特許政
策の変更のうち特許保護政策の強化が特許出願に有意な正の効果をもたら
したものはごくわずかであったと報告している｡
1　この研究以前にも, TaylorandSilberstorl [1973]が同様な調査を行っているが,
サンプル数が27とかなり少なく包括性にかけるものであった｡
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これに対し, KanwarandEvenson [2003]は,知的財産権の保護が研
究開発投資を強く刺激するという実証結果を得ている｡この研究では,1981
午-1991年, 29カ国のデータをプールし,各国･各期間のR&D投資を,
貯蓄率,人口1人あたりのGDPの差分,教育指標, BMP (BlackMarket
exchangeratePremium)ダミー,政治的安定度ダミー,実質利子率など
でコントロールし, Ginarteand Park [1997]による知的財産権指数(Index
of Intellectual Property Rights : HPR)のR&D投資に対する限界効果を推
計した｡説明変数の入れ換えを何種類か行い,すべての推計モデルにおい
て知的財産権指数はR&Dに対して強いプラスの効果があると報告してい
る｡このような結果から,途上国は知的財産権にかかわる国際的協調路線
と対立する傾向にあるが,知的財産権保護の強化は研究開発を強く刺激す
るので,こうしたハーモナイゼーションに必ずしも抵抗する必要はないと
主張している2｡
特許政策が企業の研究開発投資に影響する重要な産業政策とみなされてい
るにもかかわらず,日本に関する実証研究は我々の知るところSakakibara
andBranstetter [2001]しかない｡この研究は, 1988年の日本における特
許制度の大幅な変更,すなわち改善多項制などの導入に着目し,こうした
制度変更が企業の研究開発投資にどのような影響を与えたかを検討した研
究である｡
製造業に分類される307企業の個票データをプールし,各年の研究開発
投資の実額の対数値を,平均のtotalq,企業規模,産業ダミーなどでコ
ントロールしたうえで, 1988年前後の時間ダミーの変化を観察した｡推計
の結果,時間ダミーに大きな変化がみられないことから1988年の特許政策
の変更は,研究開発投資に有意な影響をもたらしていないと結論付けてい
2　近年,先進国主導で進められている知的財産制度にかかわる国際協調路線に対す
る途上国の立場については山下[2004]が詳しい｡
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る｡加えて,特許の保有件数が多い企業ほど,政策変更に敏感に反応する
という仮説をたて,特許保有件数が相対的に多い企業が1,少ない企業が
0となるダミーを作成し,このダミー変数(patentintensity)と特許政策
変更ダミー(reform, 1988年以降は1,それ以前は0をとる時間ダミー)
との交差項の有意性に着目した｡
推計の結果は,特許政策変更ダミー単体項の符号も交差項の符号もマイ
ナスで, 1988年の特許政策の変更は相対的に多くの特許を保有している企
業の研究開発投資をかえって減少させており,この場合でも明確な研究開
発投資促進効果は確認されなかったとしている｡
直接特許保護政策とR&D投資の関係を実証分析したものではないが,
特許保護政策がライセンス契約に与える影響を検討した周到な分析に長岡
[2003]がある｡一般に,知的財産権保護の強化は,ライセンシーに対す
るライセンサーの交渉力を高め,技術模倣の危険性を低めるので,ライセ
ンス料を高める作用があると考えられている｡そこで長岡[2003]は, 1995
年以降の強制ライセンスの可能性の制限が,有意にライセンス対価を引き
上げているかどうかを検討した｡ 31産業4期間からなるパネルデータベー
スを作成し, 80/o以上の高額ロイヤリティー率を,産業ダミー,研究開発
集約度,有償契約のうち排他権付きの契約が占める割合などでコントロー
ルしたうえで,プロパテント･ダミーの有意性を検定した｡プロパテン
ト･ダミーは,強制ライセンスにかかわる日米合意, TRIPS協定以降(1995
-1998)が1,その他の期間が0をとる時間ダミーである｡
推計によると,このダミーは単体では有意に高額ロイヤリティー率を説
明しなかった｡しかし,研究開発集約度などとプロパテント･ダミーの交
差項はきわめて有意に高額ロイヤリティー比率を説明していることが明ら
かになった｡このような推計結果から,特許保護政策はライセンス価格の
上昇を通じて研究開発の収益を高め,ある条件の下では研究開発投資を促
す可能性のあることを指摘している｡
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非説明変数を各国の経済成長率とし,いわゆる成長回帰分析の説明変数
に知的財産権保護の程度を表すインデックスを加えて,その経済成長への
影響を観察した研究に, Thompson and Rushing [1996, 1999], Gould and
Gruben [1996], Falvey, Foster and Greenaway [2004], Park and Ginarte
[1997],山田･石井[2006]がある｡これらの研究において,おおむね知
的財産権保護の強化は成長促進的であり,知的財産権保護の強化は一国の
R&D投資を刺激して間接的に経済成長率を高めていること(parkand
Ginarte [1997]),知的財産権保護の強化の成長に対する限界効果は,各
国の経済の発展段階(Thompson and Rushing [1996, 1999] , Falvey, Foster
andGreenaway [2004])辛,各国の対外経済開放度に規定されているこ
と(GouldandGruben [1996])などが明らかにされている｡また,山
田･石井[2006]は, AndrewandLai [1996]によって理論的に予見され
た知的財産権保護と経済効率との間の逆U次関係が,先進国において成
立していることを実証分析によって明らかにした｡
3. TIPS (Index of lntellctual Property System)について
知的財産権制度が経済効率に与える影響を分析した研究は,圧倒的にク
ロスカントリーによるものが多い｡それは, Ginarte andPark[1997], Rapp
andRozek [1999], Sherwood [1997], Mansfield [1995]など,各国の
知的財産制度のあり方を指数化したデータが開発されているからである｡
知的財産権の保護指標作成の方法としては, Ginarte and Park[1997], Rapp
andRozek [1999]など各国法整備等制度実態に基づいてポイントをつけ
る方法と, sherwood [1997], Mansfield [1995]などインタビューなど
を通した実務家などの評価によってポイントをつける方法がある｡
最も多くの研究に利用されている保護指標は, Gharte and Park
[1997]によるもので,それは,保護指標を構成する要素として,保護対
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象範囲や保護期間など保護の強さはもちろん,権利執行の実効性,出願等
のコスト,条約加盟状況などの各種のファクターを考慮し,特許権に関す
る制度整備の実態を5つの分野に分けて,権利保護の観点から分野別にそ
の優劣をポイント化したものである｡各分野の最高点を1点とし,合計得
点は最高で5ポイントとなる｡
これに対し,ローカルカントリーによる分析,特に日本における知的財
産権保護と研究開発投資の関係をテーマとしたパラメトリックな実証研究
が皆無に等しいのは,ローカルカントリーの知的財産権保護に関する制度
整備の実態を補足した時系列データが開発されていないためである｡唯一
の例外であったSakakibaraand Branstetter [2001]が, 1988年のパテン
トリホームの効果を時間ダミーで捕捉するはかなかったのは,このような
事情によるものと推測されよう｡同様に,長岡[2003]においても,強制
ライセンスの可能性の制限という知的財産政策の変更は時間ダミーによっ
て捕捉されていた｡
石井･山田[2006]は,日本の知的財産制度の変化のうち特にR&D活
動に影響を及ぼすと考えられるものを抽出して,その変化を一定のルール
に基づいてポイント化した指数を作成し,このポイント化した指数を知的
財産制度指数(ⅠIPS ; Index of lntellectual Property System)と呼んだ｡
そこでは, R&D投資促進的と判断された各種制度改定を,図表1に示し
たように特定の要素に分けて分類付けを行った｡いわば,抽出対象となる
制度改正であったか否かは,下表の分類項目に該当するか否かという観点
から判断する作業であったともいえる｡
各制度改定を表1の5つの区分のいずれかに分類し,区分毎にR&D促
進的改定をプラス1個,抑制的改定をマイナス1個としてカウントし,区
分毎の正味の制度改定数を求めた｡そのうえで,昭和34年(1969年)時点
を0点,平成17年(2005年)時点の状態を1点として,この間に発生した
区分毎の正味制度改定数で1を除した値を,個々の改定毎のポイント値と
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図表1　制度改正の区分
区分 促進 抑制   
1 兢ｸﾎﾉLﾘ鈷,ﾈｦx+ 兢ｸﾎﾉLﾘ鈷,ﾈ惲-     
2 侈y稲i;ﾈ詹*ｸ,ﾈｬ刎峇+ hﾋXｦｲ              
3 ｹh饑9偃i;ﾉvX更峇+ hﾚ)>ｲ-           
4 丿X顗詹I{X,ﾈ処*ｸ岑++ h処*ｸ8+-           
5 侈y壱xﾗ8,ﾉvX更峇厭ﾊy+ ixﾌ渥ﾃｩ:ivR           
化阻止の困難化) 刪ﾕ化) 
してⅠIPSを作成した｡
ⅠIPSは5つの評価項目から構成されているが,政策変更の実態面への
効果に対して,明らかに異なった効果が予想されるカテゴリーに区分する
ことができる｡評価項目1 (保護範囲の拡充)と評価項目5 (権利執行の
容易化)は,権利の幅と執行力の強さを意味している｡一方,評価項目2
(権利取得条件･手続きの容易化)と評価項目3 (権利取得の条件･手続
きの緩和化),および評価項目4 (各種手数料･税の引き下げ)は権利取
得の手続き上の容易さや権利取得の際のコストを意味している｡そこで,
前者のカテゴリーを権利保護化指数HPSA,後者のカテゴリーを権利取得
化指数ⅠIPSBと呼ぶことにする｡
図表5は,評価項目1と5を均等ウェイト(1/2)で集計したⅠIPSA
と評価項目2-4を均等ウェイト(1/3)で集計したⅠIPSBの時系列推
移をみたものである｡すでに述べたように, 1988年は特許政策に関してき
わめて多くの改革が行われた年として注目されている｡先に引用した
sakakibara and Branstetter [2001]の研究もこの年のパテント･リホーム
に着目したものであった｡図表2によると,確かに1988年にはⅠIPSが大
きくジャンプしており,大きなパテント･リホームがあったことが観察さ
れるが,指数を権利保護化指数と権利取得化指数に分割してみると,権利
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図表2　知的財産制度指数の推移
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保護化指数ⅠIPAはほとんど変化しておらず,権利取得化指数ⅠIPSBが大
きくジャンプしていることがみてとれる｡すなわち, 1988年のパテント･
リホームは,取得･手続中心の改革であったことがわかる｡
この年の制度変更の中で,特に注目されたものに多項制の改善がある｡
実際, Sakakibaraand Branstetter [2001]によれば,特許1件あたりの要
求項の平均が1-1. 5程度であったものが,この年以降2-4に急増して
いる｡多項制の改善は,権利取得のコストの低下と手続きの簡素化を意味
しており,本稿の指数においても権利取得化指数の変化に反映されている｡
日本において,特許の権利保護が重視されるようになったのは, 1990年代
に入ってからのことであり,特に1992年以降に権利保護化指数が大きくジ
ャンプしていることがわかる｡
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4. partialqによるR&D投資のコントロール
すでに見たように,唯一-･の先行研究であるSakakibara and Branstetter
[2001]では, R&D支出をコントロールする変数として平均q (totalq)
が用いられている｡課税効果を考慮するかしないかなど,平均qの定義
にはさまざまなバリエーションがあるが,この研究におけるqの定義は
Hoshi and Kashyap [1990]に従っている｡また, Himmelberg and Petersen
[1994]は企業の内部資金調達とR&D投資の関係に着目し,米国のハイ
テク産業に分類される小規模企業のR&D投資をコントロールする変数と
して平均qを用いている｡後者の研究では平均qは有意にR&D投資を説
明しているが,前者の研究ではそうでなく,平均qによるR&D投資のコ
ントロールは常に頑健というわけではない｡
Hayashi [1982]が明らかにしたように,生産関数と調整費用関数の1
次同次性を仮定すれば,限界qと平均qは一致し, qと投資率(資本スト
ックに対する投資の比率)は1対1の関係として導出される｡したがって,
投資を平均qで説明することは理論的に整合的であり, qに基づいた投資
関数の推計は数多く行われている3｡
しかし,本稿や先行研究のように,企業が行うすべての投資ではなくあ
る種類の投資だけをコントロールしようとする場合, totalqには次のよ
うな問題がある｡すなわち,生産関数を規定する資本ストックは単一であ
ると仮定した場合にのみ,企業の動学的最大化の1階の条件から投資とto-
talqの1対1の関係が導出される,ということに注意しなければならな
い｡R&Dストックを,生産を規定する1つの資本ストックと考え,その
3　近年の推計では,原田[2001], Barnett and Sakellaris [1999],ロト前川
[1999]などかある｡
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蓄積行動を考えるのであれば, R&D投資を通常のtotalqでコントロール
することは適切ではない｡ totalqは通常の投資を含む全体の投資を説明
するが,そのなかのR&D投資だけを説明するものではないからである｡
そこで我々は, R&D投資をtotalqで説明するのではなく, R&Dストッ
クのpartialqでコントロールすれば理論的な整合性を保ちながら推計の
精度を向上させることができると考えた｡
wildasin [1984]は,生産関数と調整費用関数の一次同次性の下で,莱
質収益の現在割引価値の合計である実質企業価値V(())が,それぞれの実
質資本ストノクのシャドープライス),(0)と実質資本ストックK,(0)の一
次結合によって表すことができることを証明した｡
V(0)-∑Ai(0)Kl(0)
h:I-‖
(1)
(1)式をi番目の実質資本ストックK,(0)について微分すれば容易にわか
るように, i番目のシャドープライスは, i番目の資本ストックが企業価値
を限界的に高めている部分,すなわち, i番目の資本ストックのpartialq
を意味している｡そして, (1)式はまた, totalqがpartialqの加重平均に
よって表されることも意味している4｡
i番目の資本ストックに関するpartialqは,企業収益に関する動学的最
大化の1階の条件と横断性条件から,
mql =
(llT)P
(1-I,)PIK. _:辛÷ニーーKl -
(1-I,)P,
(1-r)
･t lCL (I,･ Kl,]exp(守,rds)dt (2)
と表すことができる｡ここで, T;法人税率, P;生産物価格, I,;i番目
の実質投資額, zi ;i番目の投資1単位あたりの減価償却控除額の現在割
引価値, P, ;i番目の投資財価格, Ct()は調整費用関数, ∂Y/∂Kl ;i番目
の資本ストックに関する生産関数の偏導関数,を意味する｡調整費用関数
4 (1)式の導出過程については巻末の補諭を参照｡
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を2次式に特定化すれば, i番目の投資に関する投資関数が,
妾-βZ･az
(1-zi)Pl
(1-T)P
(77Zq, - 1) (3)
のように導出される｡ (3)式は, R&Dの投資率は, totalqではなくR&Dス
トックのpartialqによって説明されなければならないことを意味してい
る｡
(2)式の第1積分内はR&Dストックのみが生み出す企業収益を意味して
いるが,企業収益それ自体のデータは観測されても, R&Dストックが企
業収益に貢献している部分を直接観測することはできない｡
ただし, total平均qのデータを作成し, partialqを推計することはで
きる｡この方法は浅子他[1984]が土地のpartialqの推計に用いた方法
である｡調整費用関数のパラメータが推計されれば,観測可能な実質投資
額と名目資本ストノクのデータを用いてpartialqを計算することができ
る｡調整費用関数のパラメータは, total平均qから1を引いた被説明変
数を,それぞれの投資率で回帰することで推計される｡
しかし,浅子他[1984]もそうであるように,先行研究によるpatrialq
の推計は理論的な符号条件が満たされない場合が多く,推計精度もよくな
い5｡そこで本稿では,法人企業統計による各産業の営業利益を実質一般
資本ストックと実質R&Dストックのデータを用いて按分し,それをR&D
ストックが生み出している企業収益とみなすことにした｡ここで,産業別
の一般資本ストックのデータは,内閣府が作成している68SNA･民間企業
資本ストック速報によるものを用いた｡
R&Dストックは,基本的に次のような積算によって求めた｡
5　原田[2001]は, SNA統計を用いてマクロレベルのqを推計し,合わせてMultiple
-qの推計も行っているが,単純なoLSでも操作変数法でも,理論的符号条件が満た
されず良好な推定結果は得られなかったとしている｡
RSt -RIt+(1-8)RStll
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(4)
ここで, Pst;R&Dストック, BIT;R&D投資, 8;R&Dストックの減耗
率を意味する｡一般に産業ベースでの物理的資本ストックは,国富調査な
どをもとにしたベンチマークの資本ストックを用いて各年のストックが推
計されている｡しかし, R&Dストックの場合,国富調査に相当するベン
チマークは存在しない｡そこで, R&Dストックのベンチマークを次のよ
うに推計した｡
(4)の代入を繰り返せば,
RSt-HIt+(1-8)RIt-i+(1-8)2RIl-12+-･+(1-a)T~lRIt-r十】+(1-8)TEST -r
が成立する｡ t-T+1からR&D投資は一定率gで成長してきたと仮定す
れば,
RSt -
(1+g)1Ut
ど+a ll-(岩)'ri
+(1-8)THSt-T
となる｡ 7'を十分大きくとればJ年のR&Dストックのベンチマークは,
Pst
(1+g)RIt
ど+♂
となる｡本稿では, 1966年をベンチマークとし,それ以前の7年間のR&
D投資の平均成長率をgとした｡ R&Dストックに関する減耗率は,化学
工業8.00%,鉄鋼業11.90%,機械工業16.67%,電気機械工業10.53%,
輸送機器13.16%,精密機械工業13.89%,とした｡
partial qを推計するために用いた割引率は,短期金利と長期金利の加重
平均によって求めた｡加重平均の際のウエイトは,法人企業統計の各産業
の長期負債(長期借入金+社債)と短期負債(短期借入金十割引手形)を
用いて作成した｡短金金利は,日本銀行･手形売買レート,長期金利は,
日本銀行･10年物国債利回りを利用した｡また,課税効果は考慮せず,静
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学的期待を仮定してpatrial qを計算した6｡
5. Threshold Regression Modelについて
知的財産制度指数ⅠIPSとR&D投資の間の構造変化を検出する手段とし
て,本稿ではHansen [2000]によるThreshold Regression Modelを用い
た｡ R&D投資とⅠIPSの間の非線形関係を捕捉するための最も簡易な手段
は, ⅠIPSの2乗項や逆算項を説明変数に加えることであるが,関数形の
制約が推計に好ましくない影響をもたらすことが懸念される｡ Hansen
[2000]は,残差平方和を用いてサンプルを分割して,当該変数の構造変
化を検出する方法を提案している｡
いま, yt, xt, qtを従属変数,独立変数, Threshold変数とするo Thresh-
old変数は,独立変数の一一部であってもかまわない｡ Threshold変数があ
る水準でサンプルを分割しているとすれば, TRMは,
yt -X/'81+et,qt ≦γ
yt -X/'Jg2+et,q'>r
(5)
と書くことができる｡ Threshold値は,それぞれの回帰式からの残差平方
和をThreshold値の関数としてSl(γ), S2(γ)と表し,
γ - argmin
γ
Sl (γ)+S2(γ)
n-2k
として求められる｡ Hansen [2000]は,このThreshold値に関して信頼
区間が設定できるように,分布関数とLR統計量に対する適切な臨界値
6　HoshiandKashyap [1990]は,産業別に課税効果を考慮したqとそうでないqを
推計しているが,両者は高い相関を見せている｡また,小川Ijヒ坂[1998]やAbel
andBlanchard [1986]のように,利潤率や割引率に時系列モデルを適用し,その合
理的期待値を計算する方法もある｡
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(critical value)を明らかにした｡
(5)式で表されるTRMは,ダミー変数dt(γ)-I(qt≦γ)を定義すること
によって単一式として書き直すことができる｡いま, xt(γ)-xtdt(γ),
0-β1-β2とすれば(5)式は,
yt -xl'82+X,7(γ)0+et
となる｡
Threshold効果は存在しないという帰無仮説〃(I:β1 -β2に通常のF検定
等は適用できない｡ Hansen [2000]は,観測データによって計算した通
常のF値と,ブートストラップ法により生成させた被説明変数を用いて
計算したF値の比較による検定法を提案している｡検定統計量のp値は,
ブートストラップ法によるF値が観測データによるF値を上回った回数
の試行回数に対する割合として導出される｡一般に,試行回数は1000回以
上が推奨されている｡
6.推計モデルと結果
本稿では, 1975年-1997年の23年間について,化学工業,鉄鋼業,機械
工業,電気機械工業,輸送用機器,精密機械工業の6産業からなるパネル
データベースを作成した｡したがって,サンプル数は138となる｡推計期
間を1975年-1997年としたのは,内閣府による旧基準(68SNA)の民間資
本ストック統計が1997年までしか作成されていないため, R&Dストック
のベンチマークが存在しないので初期の過小評価を回避するため, 1988年
の大規模なパテント･リホームを推計期間のほぼ中央に入れたいため,な
どの理由による｡
必ずしも知的財産政策との関連を実証分析したものではないが, R&D
投資の決定要因自体に関するパラメトリックな先行研究は数多く存在する｡
とくに, 1990年代に入り,主要先進国のR&D投資が低迷していることか
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ら,こうした低迷要因を解明するため多くの推計が行われてきた｡これら
の実証研究では, R&Dをコントロールする変数として,キャッシュフ
ロー,外部研究費,市場競争度などが重要であると指摘されている｡
このような先行研究を踏まえ,本稿では推計モデルを以下のように設定
した｡
IPtt - co +cIPOtl +C2CF" +C:iREC〟 +C:jCOMlt +C4IIPSt + elt　　　(6)
ここで, R ;実質R&D投資率, PO ;partialq, CF;キッシュフロー比
率, EEC ;受入研究費比率, COM ;市場競争度, ZIPS ;知的財産制度指
数,を意味する｡
本稿では, partialqに基づく投資関数をベースに他のコントロール変数
を加えたうえでⅠIPSの有意性を検定する｡ 4.でみたように,理論モデル
では,実質R&D投資を実質R&Dストックで割ったR&D投資率が, patrial
qと1対1の関係として導出された｡そこで,産業の実質R&D投資を1
期前の実質R&Dストックで割ったものを推計モデルの被説明変数Rとし
た｡
情報の非対称性などが原因で,資本市場が不完全であるとき, R&D投
資の資金を外部資金から調達することは困難であると考えられている｡し
たがって,内部資金の多寡がR&D投資を左右する要因とみなされている｡
しかし,企業や産業のキャッシュフローがR&D投資を有意に説明するか
否かについては論争がある｡ KamienandSchwartz [1982]は,多くの研
究ではキャッシュフローが有意にR&D投資を説明していないとしている
が,近年の実証研究ではHall [1992]やHimmelberg and Petersen [1994]
など,有意性を見出しているものが多い｡本稿のキッシュフロー比率CF
は,法人企業統計の経常利益と減価償却費の合計を名目のR&Dストック
で割ったものを利用した｡
R&D投資のように外部経済効果が高いと考えられる経済活動の私的収
益率は,その社会的収益率を下回りやすい｡この場合,社会的に望ましい
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図表3　変数の基本等計量
変数 尾'6W'fF柳ﾖV葷VF葷ﾗV葷匁儲Vﾕ7FB腱Wb       
R&D投資率R ?3??s??ツ?#s#??c???
PartialqPQ 3#s#3B偵ツ3繝            
キャッシュフロー比率cF 3緜S紊"紊#Scsɳ㏣㊓        
受入研究費比率REC ?3??3C??c??S??s??"?
市場競争度coM ?3???????3?????r?
知的財産制度指数HPS ?3??c??C?經???3??r?
図表4　変数間の相関
RPQCFRECCOMⅠⅠPS 
氏 ????
PQ ??????
CF ??コﾓ??C???
REC ??C"ﾓ??C??????
COM 蔦?S?ﾓ????33Rﾓ?#CS???
ⅠⅠPS 蔦??S?3crﾓ?CCs????C????
と考えられる十分なR&D投資は実施されない｡不足したR&D投資を政
府やそれ以外の組織が補うことには十分な合理性がある｡政府などによっ
てファイナンスされたR&D投資の相対規模はそれほど大きくないが,そ
れが呼び水となって全体のR&D投資を刺激する可能性が考えられる｡そ
こで本稿では,総務省･科学技術研究調査報告より,各産業の受入研究費
を名目R&D投資額で割った値を説明変数に加えた｡
市場競争度もR&D投資を規定する重要な変数と考えられている｡ただ
し,市場競争が激しいとイノベーションから十分な利益を引き出すことが
できず, R&D投資はむしろ抑制されるという議論と,市場支配力を確保
しようとイノベーションが活発になりR&D投資は増加する,という対立
した議論があるo Blundell, GriffithandVanReenen [1999]は,市場競
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図表5　特許による専有可能性
業種 ｹh,h.ｩtﾈEﾉｲ業種 ｹh,h.ｩtﾈEﾉｲ                
食品工業 ?r纈?熨ｮ製品 ?r繧?
繊維工業 2絣一般機械 r綯b   
パルプ.紘 2特殊機械 鼎R繧    
出版.印刷 r絣工作機械 r絣    
石油.石炭製品 鼎ﾃコンピューター 鼎r     
化学工業 鉄R絣電気機.械機器 ゅb   
基礎化学品 R電気.発電機 鼎2綯    
プラステック原料 鼎R繧電線.ケーブル 鼎    
医薬品 田R縒?ｼ導体 ?ゅ?
その他化学工業 鼎B??ﾊ信機器 ?"??
プラステック製品 ゅ2テレビ.ラジオ "纈    
窯業.土石製品 偵2医療用機器 "絣    
ガラス製品 ???計墓器.測定器 ?r纈?
コンクリート製品 鼎??自動車 ?偵?
基礎金属 ?B??ｩ動車部品 ?2縒?
鉄鋼業 bその他の製造業 鼎b縒r   
(注)単位は%で製品イノベーションに関する数値,科学技術庁[2000]により作成｡
争度の指標として,市場専有率や輸入浸透度などを用い,イギリスの製造
業を対象にした推計で,市場競争の激化はR&D投資を促進させるという
実証結果を得ている｡逆の結論を導いた実証研究にはSymeonides [2000]
がある｡本稿では,市場競争度を代理する指標として,法人企業統計によ
る資本金10億円以上の企業の全企業に対する割合を利用した｡
図表3に本稿で用意したデータの基本等計量を示した｡また,図表4は,
変数間の単純相関係数をみたものである｡被説明変数とⅠIPSの相関はき
わめて低く, R&D投資は他の適切な変数でコントロールされる必要のあ
ることがわかる｡また,説明変数間の相関は著しく低く,多重共性関係が
もたらす推計バイアスも心配ない｡
ところで,知的財産制度の変更がすべての産業のR&D投資の意思決定
に同じ効果をもたらすと考えるのは非現実的である｡一般に企業が技術の
図表6　R&D投資関数の推計結果
Estimate No.　　　　　　　Ⅰ　　　　　　　Ⅱ
0.227 ***　　　0.219 ***
(16.43)　　(16. ll)
0.014 ***　　　0.013 ***
(3. 27)　　(2.85)
一一の.017 **　　　--0.014 *
(-1. 88)　　(-1.49)
0.332 **　　　0.267 **
(2.21)　　(1.78)
-3.861 ***　　-3. 716 ***
(-7. 49)　　(-巧. 19)
一刀.066 **
(-2. 176)
Ⅲ　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅳ
0. 141≧EIIPS 0. 141<EIIPS 0.087≧EIIPSA 0.087<EIIPSA
0.206 ***　　　　0.195 ***
(13.49)　　　(4.04)
0.029 **　　　　0.014 ***
(1. 90)　　　(2. 67)
.0.02 ***　　　　0.151 **
(-2.49)　　　(1. 96)
0.518 ***　　　　-1.04 ***
(3. 77)　　　(-2. 58)
-5.45 ***　　　　-1.26
(-7. 49)　　(-1. 05)
一一0. 096　　　　　　0. 205 **　　　　一一0. 328
(-1. 156)　　　(2. 14)　　　(-1. 06)
0.187 ***　　　　0.216 ***
(10.87)　　　(6.41)
0.031 ***　　　　0.02 ***
(3.85)　　　(3. 84)
一一0. 021 ***　　　　0. 048
(一2. 72)　　　(0. 70)
0.69 ***　　lD.358 辛
(5. 00)　　　(-1. 29)
-5.66 ***　　　-1.149 **
(-7. 70)　　　(-1. 69)
0.602 ***　　　一一や.511 ***
(2. 97)　　　(-2. 92)
138　　　　　　138　　　　　　1%　　　　　　　32　　　　　　　102　　　　　　　36
0. 424　　　　　0. 409　　　　　0. 628　　　　　　0. 414　　　　　　0. 672　　　　　　0. 428
0. ∝柑　　　　　　　　　　　　　　　0. 000
[0.1315 , 0.1463]　　　　[0.07875 , 0.08718]
0. 141099722　　　　　　　　　　　　0. 087671875
誉蕃寧柵轟0)嘉謝EiR&DIjt TL婦中読隙似車か75,?　　)53
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専有を確保するための手段には,技術情報の秘匿,製品の先行的な市場化,
生産･製品設計の複雑化などがあり,特許取得による専有確保はそのうち
の1つの手段でしかない｡科学技術庁科学技術政策研究所[2000]は,さ
まざまな産業に属する593の企業に対してアンケート調査を実施し,特許
による専有確保の重要性を集計している｡図表5は製品イノベーションに
ついてその集計結果をまとめたものである｡この調査によると,化学工業,
石油･石炭製品,医薬品などでは特許による専有確保が重要であるが,ガ
ラス製品や自動車などではその他の手段が重要であることがわかる｡そこ
で,こうした特許による専有確保手段の重要性の違いを推計に反映させる
ため, ⅠIPSと表5の専有可能性(APP ; appropriability)との交差項を,
実効知的財産制度指数(Effective Index of Intellectual Property System ;
EIIPS)と呼び,説明変数の1つに加えることにする｡
図表6の推計Ⅰは,先の(6)式を単純oLSで推計した結果である｡ partial
q　はきわめて有意にR&D投資比率を説明している,市場競争度の限界
効果はマイナスでありSymeonides [2000]の結果を支持している,キャ
ッシュフロー比率は理論的に予想される符号条件を満たしていない,など
を指摘することができる｡ ⅠIPSの符号はマイナスで,しかも有意にR&D
比率を低下させる方向に作用している｡推計Ⅲは, HPSと専有可能性の
交差項であるEIIPSを用いた単純oLSの結果であるが, EIIPSの符合は依
然としてマイナスで,統計的有意性は確認されなかった｡
そこで,先に見たTRMモデルによりサンプルを分割した結果が推計Ⅲ
とⅣである7｡ Threshold変数はEIIPSとした｡推計Ⅲにおいて,帰無仮説
Ho :β1 -β2は1000回のBootstrap試行の結果,この帰無仮説はp-Value,
0.00で棄却された｡すなわち,明確なThreshold効果が検出された｡Thresh-
7　計算には, Hansen [2000]が提供しているGaussで稼動するプロシージャ-, thr
-est.prc, thrJest. prcを用いた｡
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oldの点推定値は, EIIPS-0.141となり,これ以下のサンプルにおいてEL
IPSはR&D投資率に有意で正の効果をもたらしていること,それ以上の
サンプルにおいてEIIPSはR&D投資率に影響していない,などが明らか
となった｡
次に権利保護化指数ⅠIPSAと専有可能性の交差項をEIIPSAとして推計
した｡推計Ⅳは,この場合のThreshold Regressionの結果である｡推計Ⅳ
において,帰無仮説H｡:β1 -β2は完全に棄却され, Thresholdの点推定値
は, EIIPSA-0.087となった｡ EIIPSA-0.087以下のサンプルでは, EIIPSA
はR&D投資率に対して強い正の効果をもたらしており,それ以上のサン
プルでは,強い負の効果をもたらしていることが明らかとなった｡
利用したデータベースから, EIIPSAが0.087を超えた年度を産業別に調
べてみると,化学工業が1986年度で,それ以外の鉄鋼業･一般機械工業･
電気機械工業･輸送用機械･精密機械工業についてはいずれも1993年度で
あった｡
7.おわりに
これまで,日本における知的財産政策がR&D投資に与える影響をパラ
メトリックな手法で分析した研究は皆無に等しかった｡そこで,本稿では,
石井･山田[2006]において作成された日本における特許政策の推移を指
数化したⅠIPSを用い,この指数が産業のR&D投資を有意に説明している
かどうかを, 6産業･23年からなるパネルデータベースを作成して推計し
た｡
Hansen [2000]によるTRMを用い,権利保護系の実効知的財産制度指
数EIIPSAをThreshold変数に選択して, R&D投資とEIIPSAの間の構造
変化を検出した｡推計の結果, EIIPSA-0.087できわめて明確なThreshold
効果が検出され, EIIPSAが0.087以下では知的財産保護の強化はR&D投
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資を促進させるものの,それ以上ではむしろ抑制的となることが明らかと
なった｡このような推計結果は,特許保護の程度が強すぎるとむしろR&
D投資を抑制する可能性を指摘したこれまでの理論的研究の結論の一部を
裏付けている｡
補論
ここでは, Wildasin [1984]のMultipleqモデルを若干簡素化し,先の
(1)式の導出過程を解説する｡オリジナルな　Wildash [1984]モデルとの
相違点は,第1に,生産財価格を基準化し1とおいてあること,第2に,
調整費用として物理的な生産物が犠牲になるという意味での調整費用と,
貨幣的調整費用が想定されているが,ここでは後者の調整費用のみを導入
すること,第3に,貨幣的調整費用に価格を1とおいている,などの点で
ある｡
複数の資本ストックと労働を用いて毎期のキャッシュフローを生み出す
個別企業を考える｡
D- Y(Kl,K2日,Kn,N)-wN- ∑pII. - ∑ C, (I,,K,)
!-1　　　　　i-1
(A-1)
ここで, DCま毎期のキャッシュフロー, Y()は1次同次の生産関数, K-は
資本ストック, Wは労働賃金, Nは雇用量, Pt･は生産物価格ではかった各
投資財価格, I-は投資, Ci()は資本ストックの調整費用でやはり1次同次
とする｡
代表的な資産収益率と株式収益率には,
r-旦±些埋,普-rv-D
V
という裁定条件が働いていると仮定する｡したがって,株式市場で評価さ
れる企業価値は,
V(O)- De ~'ldt
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(A-2 )
となり,企業の目的は現在時点(0時点)から無限期間にわたるキャッシ
ュフローの現在割引価値でもある(A-2)式をそれぞれの資本ストック
走義式,
祭-It-h,K,,i-1･-･･n　　　　　　　(A-3)
を制約条件として最大化することになる｡この動学的最大化問題のHamil-
tonianは, costate variablesをとして,
H-De-r'+∑Al(It-hlKt)
㍉i'引
と書き表せる｡最大化の1階の条件は,
欝-yN-W-0
∂〃
∂JJ
∂ん
∂/
(pi一驚)e
(yKl -告)
yl+),-0,i-1･･･n
e-rl+),hl ,i-1-n
1imA,(t)tKl(i)-KL]-O,i-1･･･n
l　･〔X)
(A-4 )
(A-5)
(A-6 )
(A-7)
(A-8 )
である｡ (A-8)式は,横断性条件で各資本ストックが負にはならないと
いう制約を課せば,それぞれのiについて万1 -0である｡
ところで, ～:^Ekldtk部分積分すれば,
§(7^zkzdt-tlL-W吊t)Kt(i)--)Kl(O)-～:Kljidt　(A-9)
となる｡ (A-9)式右辺第1項は, (A-8)式の横断性条件よりゼロなの
で,
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∫
C0
0
(-),K,-K,),)dt-), (0)Ki (0) (A-10)
が成立する. (A-6)式と(A-7)式から, costatevariablesんと右が,
A, -(pi･告)e-〟
jz･ -[-YK,偲.plht+告h,]e-
のように表される｡ (A-ll)式と(A-12)式,および,
(YN-W)Ne rt -0
〟
と(A-3)式を(A-10)式の左辺積分項に代入して整理すれば,
"0,K, (O,-錘yKl I
YNN- wN
(A-ll)
(A-12)
-?,Iz-(告Il･告Kt)]e-W (A-13)
となる｡資本ストックの調整費用関数Cz(I7,KJ)は1次同次なので,
告Il ･告K, - Cz (Iz ,Kl)
である｡さらに, (A-13)式の右辺をについて集計すれば,
掴yA,lKz ･YNN-wN-,?lPII-lgl C (It I H,,]dt
となる｡生産関数も1次同次が仮定されており,
n
∑ YK,Kl +YNN- Y(Kl ,K2,,,Kn,N)
qii-‖
が成立するので,結局(A-13)式の集計値は(A-2)式と同じであり,
V(0)-EA,(O)K,(0)
1-i
という関係が導出される｡
(A-14)
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